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清
水
　
勝
利

神
奈
川
ネ
ッ
ト 

渡
部
　
市
代

　
問
　
住
民
基
本
台
帳
法
第
十
一
条
の
規

定
に
よ
り
、
台
帳
に
記
載
し
て
あ
る
氏
名
、

住
所
、
生
年
月
日
及
び
性
別
は
、
原
則
だ

れ
で
も
閲
覧
し
、
書
き
写
し
て
持
ち
帰
る

こ
と
が
で
き
る
た
め
、
悪
質
な
閲
覧
を
防

げ
ず
、
お
れ
お
れ
詐
欺
、
悪
質
商
法
、
架

空
請
求
な
ど
の
犯
罪
に
利
用
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
た
め
国
は
、
閲
覧
を
規
制
す
る
法
律

に
改
正
す
る
よ
う
だ
が
、
そ
れ
が
施
行
さ

れ
る
ま
で
の
間
に
駆
け
込
み
の
大
量
閲
覧

が
予
想
さ
れ
て
い
る
。
個
人
情
報
の
悪
用

が
問
題
に
な
っ
て
い
る
今
、
市
民
の
個
人

情
報
を
守
る
こ
と
は
人
権
を
守
る
こ
と
に

な
る
。
そ
こ
で
本
市
も
、
大
量
閲
覧
を
防

止
す
る
た
め
の
条
例
を
制
定
し
な
い
か
。

　
答
　
現
在
、
国
で
は
住
民
基
本
台
帳
の

閲
覧
制
度
の
あ
り
方
に
関
す
る
検
討
会
を

設
置
し
、
第
十
一
条
の
改
正
を
含
め
て
検

討
し
て
い
る
。
本
市
の
対
策
と
し
て
は
、

条
例
で
は
な
く
閲
覧
等
事
務
取
扱
要
領
で

規
制
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
一
回
の

閲
覧
件
数
は
最
大
五
十
世
帯
ま
で
で
、
一

請
求
者
は
月
二
回
ま
で
、
閲
覧
日
は
火
曜

日
か
ら
木
曜
日
ま
で
の
三
日
間
と
近
隣
市

よ
り
は
厳
し
く
限
定
し
て
、
大
量
閲
覧
を

防
止
し
て
い
る
。
今
後
は
、
家
族
構
成
が

わ
か
ら
な
い
よ
う
閲
覧
台
帳
の
並
び
を
変

更
し
、
そ
の
上
、
早
急
に
要
領
を
改
正
し

て
新
た
な
対
策
を
と
る
た
め
の
規
制
を
加

え
、
悪
用
防
止
に
努
め
て
い
く
。

（
他
に
「
核
廃
絶
平
和
都
市
宣
言
を
実
行

あ
る
も
の
に
」
を
質
問
）

公
明
党 

矢
部
と
よ
子

　
問
　
わ
が
国
か
ら
戦
火
が
消
え
て
六
十

年
、
戦
争
体
験
記
を
読
み
返
し
、
平
和
の

尊
さ
、
生
き
る
こ
と
の
大
切
さ
を
若
い
世

代
に
伝
承
す
る
責
任
を
重
く
感
じ
て
い
る
。

基
地
を
抱
え
る
本
市
で
は
、
他
市
に
先
駆

け
昭
和
五
十
九
年
十
二
月
に
核
兵
器
廃
絶

平
和
都
市
宣
言
を
行
い
、
平
和
を
発
信
し

続
け
て
い
る
。
戦
争
体
験
者
の
高
齢
化
が

進
む
中
、
平
和
を
語
り
継
ぐ
た
め
、
そ
の

体
験
を
記
録
や
資
料
と
し
て
次
代
に
託
す

考
え
は
な
い
か
。
ま
た
、
教
育
の
場
で
の

具
体
的
な
取
り
組
み
は
。
地
域
の
戦
争
体

験
者
を
語
り
部
と
し
て
学
校
に
招
き
話
を

聞
く
こ
と
に
よ
り
、
命
の
大
切
さ
な
ど
を

学
ぶ
機
会
に
な
る
と
思
う
が
ど
う
か
。

　
答
　
戦
後
六
十
年
の
今
年
、
平
和
に
つ

い
て
考
え
る
機
会
と
す
る
た
め
、
第
二
次

世
界
大
戦
を
体
験
し
た
四
十
五
人
の
市
民

の
協
力
を
得
て
記
念
誌
を
発
行
す
る
。
こ

れ
は
、
平
和
を
語
り
継
ぐ
記
録
や
資
料
と

す
る
と
と
も
に
、
平
和
へ
の
願
い
を
次
世

代
に
託
す
た
め
に
発
行
す
る
も
の
で
あ
る
。

各
学
校
で
は
、
国
語
や
社
会
、
道
徳
の
時

間
に
戦
争
を
取
り
上
げ
た
作
品
や
題
材
、

テ
ー
マ
の
中
で
、
子
ど
も
の
発
達
段
階
に

応
じ
た
日
常
的
な
平
和
学
習
と
合
わ
せ
て
、

心
の
教
育
も
推
進
し
て
い
る
。
実
際
に
戦

争
を
体
験
し
た
人
を
語
り
部
と
し
て
招
く

こ
と
は
、
大
変
意
義
が
あ
る
と
思
う
の
で
、

校
長
会
等
で
働
き
か
け
て
い
き
た
い
。

（
他
に
「
学
校
敷
地
内
の
目
的
外
使
用
に

つ
い
て
」
を
質
問
）

　
問
　
今
定
例
会
で
、
情
報
通
信
の
技
術

の
利
用
に
関
す
る
条
例
が
提
案
さ
れ
、
市

長
は
非
常
に
こ
だ
わ
り
を
見
せ
て
い
た
が
、

Ｉ
Ｔ
自
治
体
に
こ
だ
わ
る
市
長
の
考
え
は
。

そ
れ
に
伴
い
、
メ
ー
ル
配
信
に
よ
る
市
民

へ
の
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス
を
行
わ
な
い
か
。

正
確
な
情
報
を
い
ち
早
く
伝
え
る
こ
と
も

市
の
仕
事
で
あ
る
と
思
う
。
二
〇
〇
五
年

三
月
ま
で
の
携
帯
電
話
の
世
帯
普
及
率
が

九
〇
％
を
超
え
る
状
況
に
あ
る
中
、
電
話

が
つ
な
が
り
に
く
く
な
る
災
害
時
で
も
、

携
帯
電
話
へ
の
メ
ー
ル
な
ら
一
斉
に
送
信

す
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、
パ
ソ
コ
ン
だ

け
で
な
く
、
常
に
持
ち
歩
い
て
い
る
携
帯

電
話
へ
も
メ
ー
ル
配
信
し
て
は
ど
う
か
。

　
答
　
多
様
な
情
報
を
活
用
で
き
る
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
環
境
を
整
備
し
、
情
報
化
を
総

合
的
に
推
進
す
る
た
め
、
情
報
化
基
本
計

画
に
基
づ
き
、
情
報
通
信
技
術
の
効
率
的

な
活
用
に
よ
り
市
民
の
利
便
性
の
向
上
を

図
る
と
と
も
に
、
よ
り
迅
速
で
効
果
的
な

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
実
現
を
目
指
し
て
い
る
。

メ
ー
ル
配
信
に
よ
る
市
民
へ
の
情
報
提
供

サ
ー
ビ
ス
は
、
既
に
パ
ソ
コ
ン
の
シ
ス
テ

ム
上
で
は
可
能
で
あ
り
、
各
課
と
協
議
し
、

配
信
す
る
情
報
の
検
討
を
進
め
て
い
き
た

い
。
携
帯
電
話
へ
の
情
報
発
信
は
、
普
及

率
か
ら
見
る
と
大
変
有
効
だ
が
、
ア
ド
レ

ス
変
更
に
よ
り
届
か
な
い
等
の
課
題
が
あ

り
、
現
段
階
で
は
不
可
能
と
考
え
て
い
る
。

（
他
に
「
あ
や
せ
ク
リ
エ
イ
ト
に
対
す
る

市
の
考
え
方
」
を
質
問
）

あ
や
せ
市
政
ク
ラ
ブ 

中
野
　
昌
幸

　
問
　
子
ど
も
が
暴
力
か
ら
自
分
を
守
る

た
め
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
Ｃ
Ａ
Ｐ
）
は

子
ど
も
達
の
人
権
意
識
を
育
て
な
が
ら
心

や
体
、
性
的
な
暴
力
か
ら
身
を
守
る
な
ど

の
方
法
を
教
え
、
子
ど
も
へ
の
虐
待
、
い

じ
め
、
誘
拐
防
止
を
目
指
し
、
市
内
で
も

学
校
単
位
で
実
施
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の

現
状
と
将
来
展
開
は
。
さ
ら
に
現
在
学
校

を
中
心
に
児
童
・
生
徒
・
Ｐ
Ｔ
Ａ
を
対
象

と
し
て
い
る
が
、
こ
の
対
象
を
広
げ
て
就

学
前
の
幼
児
ま
た
は
大
人
、
例
え
ば
各
学

校
に
配
置
さ
れ
て
い
る
校
内
巡
視
員
、
青

少
年
健
全
育
成
会
等
の
地
域
で
活
動
し
て

い
る
市
民
に
も
取
り
入
れ
て
は
ど
う
か
。

　
答
　
現
在
、
本
市
で
は
文
部
科
学
省
の

「
人
権
教
育
総
合
推
進
地
域
」
の
指
定
を

受
け
、
子
ど
も
達
の
人
権
に
視
点
を
当
て

た
取
り
組
み
と
し
て
Ｃ
Ａ
Ｐ
の
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
を
取
り
入
れ
、
そ
の
充
実
に
努
め

て
い
る
。
昨
年
度
は
、
全
小
学
校
と
中
学

校
一
校
が
児
童
・
生
徒
向
け
の
、
小
学
校

三
校
と
中
学
校
一
校
が
大
人
向
け
の
各
ワ

ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
実
施
し
た
と
こ
ろ
で
あ

り
、
今
年
度
も
同
様
な
計
画
を
考
え
て
い

る
。
地
域
指
定
は
今
年
度
で
終
了
す
る
が
、

こ
の
取
り
組
み
を
今
後
も
継
続
す
る
よ
う

働
き
か
け
て
い
く
。
ま
た
、
地
域
で
気
付

く
こ
と
も
多
い
た
め
対
象
の
拡
大
は
必
要

で
あ
り
、
検
証
し
て
取
り
入
れ
て
い
く
。

（
他
に
「
市
福
祉
行
政
を
進
め
る
中
で
数

カ
所
有
る
福
祉
施
設
の
現
状
と
将
来
に
つ

い
て
」
を
質
問
）

　地方六団体は、「基本方針２００４」に基づく政府からの要請により、昨
年８月に地方分権の理念に沿った三位一体の改革を実現すべく、地方六団体
の総意として、その改革案を小泉内閣総理大臣に提出したところである。
　しかしながら、昨年１１月の「三位一体の改革について」の政府・与党合
意の税源移譲案は、その移譲額を平成１６年度分を含め概ね３兆円とし、そ
の約８割を明示したものの、残りの約２割については、平成１７年中に検討
を行い結論を得るとし、多くの課題が先送りをされ、真の地方分権改革とは
言えない状況にある。
　よって、国においては、平成５年の衆参両院による地方分権推進決議をは
じめ、地方分権一括法の施行といった国民の意思を改めて確認し、真の「三
位一体の改革」の実現を図るため、残された課題等について、地方六団体の
提案を十分踏まえ、改革案の実現を強く求めるものである。
１　地方六団体の改革案を踏まえた概ね３兆円規模の税源移譲を確実に実現
すること。

２　生活保護費負担金及び義務教育費国庫負担金等の個別事項の最終的な取
り扱いは、「国と地方の協議の場」において協議・決定するとともに、国
庫負担率の引き下げは絶対認められないこと。

３　政府の改革案は、地方六団体の改革案の一部しか実現されておらず、地
方六団体の改革案を優先して実施すること。

４　地方六団体の改革案で示した平成１９年度から２１年度までの第２期改
革案について政府の方針を早期に明示すること。

５　地方交付税制度については、「基本方針２００４」及び「政府・与党合
意」に基づき、地方公共団体の財政運営に支障が生じないよう、法定率分
の引き上げを含み地方交付税総額を確実に確保するとともに、財源保障機
能、財源調整機能を充実強化すること。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　平成１７年６月１６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　綾瀬市議会議長　近　藤　秀　二　

　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　内閣官房長官
　郵政民営化・経済財政政策担当大臣　総務大臣　財務大臣　　あて

地方六団体改革案の早期実現に関する意見書
　平成５年の衆参両院における地方分権推進決議以降、地方分権一括法の施
行や市町村合併に伴なう地方自治にかかる地勢図の変化など、地方議会を取
り巻く環境は、近時大きく変化してきている。
　また、今日、三位一体の改革などが進められる中で、税財政面での自己決
定権が強まれば、それに伴い議会の執行機関に対する監視機能を強化し、自
ら住民のための政策を発信していかなければならないのは必然である。
　このような中、二元代表制の下での地方議会の役割は一層その重要性を増
していることから、住民自治の代表機関である議会の機能の更なる充実とそ
の活性化を図ることが強く求められている。一方、各議会においては、自ら
の議会改革等を積極的に行っているところであるが、これらの環境に対応し
た議会の機能を十分発揮するためには、解決すべき様々な制度的課題がある。
　こうした課題は、現行の地方自治法が制定後６０年経過し、「議会と首長
との関係」等にかかわる状況が変化しているにもかかわらず、ほとんど見直
されておらず、議会にかかる制度が実態にそぐわなくなっていることから、
議会制度全般にわたる見直しが急務である。
　２１世紀における地方自治制度を考えるとき、住民自治の合議体である
「議会」が自主性・自律性を発揮してはじめて「地方自治の本旨」は実現す
るものであり、時代の趨勢に対応した議会改革なくして地方分権改革は完結
しないと考える。
　よって、国においては、現在、第２８次地方制度調査会において「議会の
あり方」を審議項目として取り上げ、活発な審議が行われているところであ
るが、地方議会制度の規制緩和・弾力化はもとより、地方議会の権能強化及
びその活性化のため、抜本的な制度改正が図られるよう強く求める。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　平成１７年６月１６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　綾瀬市議会議長　近　藤　秀　二　

　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　総務大臣　　あて

地方議会制度の充実強化に関する意見書

６月定例会で可決された意見書月定例会で可決された意見書６月定例会で可決された意見書


